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（単位：千円）

資産の部

Ⅰ 固定資産

1 有形固定資産

土地 1,436,302

建物 7,369,846

減価償却累計額 ▲ 2,236,272

▲ 18,924 5,114,648

構築物 837,755

減価償却累計額 ▲ 526,119 311,635

機械装置 16,599

減価償却累計額 ▲ 5,568 11,031

工具器具備品 270,644

減価償却累計額 ▲ 197,994 72,649

医療用工具器具備品 43,179

減価償却累計額 ▲ 42,756 422

図書 780,121

美術品 150

有形固定資産合計 7,726,961

2 無形固定資産

ソフトウェア 26,040

著作権 500

電話加入権 1,468

無形固定資産合計 28,008

3 投資その他の資産

敷金・保証金 25

投資その他の資産合計 25

固定資産合計 7,754,995

Ⅱ 流動資産

現金及び預金 380,329

未収学生納付金収入 2,018

徴収不能引当金 ▲ 143 1,875

たな卸資産 1,283

前払費用 477

その他の未収入金 5,151

　徴収不能引当金 ▲ 143 5,008

その他の流動資産 55

流動資産合計 389,028

資産合計 8,144,023

貸　借　対　照　表
（平成２９年３月３１日現在）

科　目 金　　　　　　　額

減損損失累計額
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（単位：千円）

貸　借　対　照　表
（平成２９年３月３１日現在）

科　目 金　　　　　　　額

負債の部

Ⅰ 固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 192,782

資産見返補助金等 246,489

資産見返補償金 1,805

資産見返寄附金 24,372

資産見返物品受贈額 884,228 1,349,678

長期リース債務 48,755

固定負債合計 1,398,433

Ⅱ 流動負債

運営費交付金債務 30,721

寄附金債務 13,103

預り科学研究費補助金等 19,037

預り金 6,258

前受金 4,052

前受収益 20

未払金 170,525

リース債務 22,704

未払消費税等 753

流動負債合計 267,177

負債合計 1,665,611

純資産の部

Ⅰ 資本金

地方公共団体出資金 8,530,220

資本金合計 8,530,220

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 45,737

損益外減価償却累計額（▲） ▲ 2,190,028

損益外減損損失累計額（▲） ▲ 18,924

資本剰余金合計 ▲ 2,163,215

Ⅲ 利益剰余金

教育研究等改善目的積立金 110,415

当期未処分利益 992

（うち当期総利益） (992)

利益剰余金合計 111,407

純資産合計 6,478,411

負債純資産合計 8,144,023
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（単位：千円）

経常費用

業務費

教育経費 194,693

研究経費 106,188

教育研究支援経費 39,871

受託研究費 414

受託事業費 0

役員人件費 40,387

教員人件費 1,088,994

職員人件費 180,957 1,652,315

一般管理費 231,630

財務費用

支払利息 1,713 1,713

雑損

その他雑損 1,366 1,366

経常費用合計 1,887,027

経常収益

運営費交付金収益 1,009,103

授業料収益 576,450

入学金収益 116,608

検定料収益 23,699

その他業務収益 857

受託研究等収益 0

国又は地方公共団体からの受託研究等収益 400 400

受託事業等収益

国又は地方公共団体からの受託事業等収益 800 800

補助金等収益 21,081

寄附金収益 1,350

資産見返負債戻入

資産見返物品受贈額戻入 44,258

資産見返運営費交付金等戻入 4,841

資産見返寄附金戻入 1,370

資産見返補助金等戻入 12,913

資産見返補償金戻入 79 63,462

財務収益

受取利息 6

延滞金 502 508

雑益

財産貸付料収益 18,212

手数料収益 3,271

間接経費収入 8,775

その他の雑益 7,095 37,355

経常収益合計 1,851,678

経常損失 35,348

臨時損失

固定資産除却損 3,392 3,392

臨時利益

資産見返物品受贈額戻入 2,732

資産見返運営費交付金等戻入 659

資産見返寄附金戻入 0 3,392

当期純損失 35,348

  　教育研究等改善目的積立金取崩額 33,677

    前中期目標期間繰越積立金取崩額 2,663

当期総利益 992

損　益　計　算　書
（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）

科　　目 金　　　　　　　　　額
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（単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 ▲ 275,895

人件費支出 ▲ 1,340,116

その他の業務支出 ▲ 133,306

運営費交付金収入 1,011,911

授業料収入 564,843

入学金収入 119,578

検定料収入 23,699

受託研究等収入 400

寄附金収入 1,990

補助金等収入 21,789

補助金等の精算による返還金の支出 ▲ 2,987

その他の収入 39,032

預り科学研究費補助金等の純増減額 2,764

　　 業務活動によるキャッシュ・フロー 33,702

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 ▲ 28,809

　小計 ▲ 28,809

利息及び配当金の受取額 483

　　 投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 28,325

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 ▲ 26,341

　小計 ▲ 26,341

利息の支払額 ▲ 1,713

　　 財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 28,055

Ⅳ　資金減少額 22,678

Ⅴ　資金期首残高 403,007

Ⅵ　資金期末残高 380,329

キャッシュ・フロー計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）
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（単位：千円）

Ⅰ　　当期未処分利益 992

当期総利益 992

Ⅱ　　利益処分額

地方独立行政法人法第40条第3項により

設立団体の長の承認を受けようとする額

教育研究等改善目的積立金 992 992 992

利益の処分に関する書類

科　　　　目 金　　　　額
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（単位：千円）

Ⅰ　業務費用

（１） 損益計算書上の費用

業務費 1,652,315

一般管理費 231,630

財務費用 1,713

雑損 1,366

臨時損失 3,392 1,890,419

（２） （控除）自己収入等

授業料収益 ▲ 576,450

入学金収益 ▲ 116,608

検定料収益 ▲ 23,699

受託研究等収益 ▲ 400

受託事業等収益 ▲ 800

寄附金収益 ▲ 1,350

その他業務収益 ▲ 857

資産見返運営費交付金等戻入 ▲ 4,391

資産見返寄附金戻入 ▲ 1,370

財務収益 ▲ 508

雑益 ▲ 28,579

臨時利益 ▲ 659 ▲ 755,676

      業務費用合計 1,134,742

Ⅱ　損益外減価償却相当額 194,555

Ⅲ　引当外賞与増加見積額 1,703

Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 ▲ 2,152

Ⅴ　機会費用

国又は地方公共団体財産の無償又は減額
された使用料による貸借取引の機会費用 8

地方公共団体出資の機会費用 4,172 4,180

Ⅵ　行政サービス実施コスト 1,333,029

行政サービス実施コスト計算書
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

科　　　　目 金　　　　額
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注  記  事  項 

  
Ⅰ 重要な会計方針  

 

 １ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準  

    原則として、期間進行基準を採用しております。 

 なお、退職手当及び特別交付金のうち特別の経費については費用進行基準を採用しております。 

  

 ２ 減価償却の会計処理方法  

（１）有形固定資産  

定額法を採用しております。  

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としております。主な資産の耐用年数は以下のとおりで

あります。 

        建物       １０～４４年 

 構築物     ３～４７年 

工具器具備品 １～１４年  

なお、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第８５）の減価償却相当額については、財産的基礎の減

少と考えるべきであることから損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。  

（２）無形固定資産  

      定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて償却してお

ります。 

 

  ３ 引当金の計上基準  

（１）徴収不能引当金の計上基準 

   債権の回収不能による損失に備えるため、貸倒懸念債権等の特定債権については個別に債権の回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金及び見積額の計上基準 

役員及び教職員に対して支給する賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされている

ため、賞与引当金は計上しておりません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の引当外賞与見積額

から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しております。 

（３）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上してお

りません。 

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行政法人会計基準第

８７に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。 

 

 ４ たな卸資産の評価基準及び評価方法  

    たな卸資産（貯蔵品）   評価基準：低価法    評価方法：最終仕入原価法 

 

５ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法  

  （１）国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法  

      福岡県河川流水占用料等徴収条例を参考に計算しております。  
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（２）地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率  

       １０年利付国債の平成２９年３月末利回りを参考に、0.065％で計算しております。 

  

６ リース取引の会計処理 

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

 

 ７ 消費税等の会計処理  

    消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。  

 

８ その他 

利益の処分に関する書類を除き、記載金額は千円単位とし、表示単位未満については切り捨て表示しておりま

す。 

 

Ⅱ 貸借対照表関係 

 

 １ 賞与引当金の見積額 

   運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額は、77,719千円です。 

 

 ２ 退職給付引当金の見積額 

   運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額は、511,328千円です。 

 

Ⅲ キャッシュ・フロー計算書関係 

 

 １  資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳  

   平成２９年３月３１日 

現金及び預金   380,329千円 

 

 ２ 重要な非資金取引の内容 

(１)  ファイナンス・リースによる資産の取得          7,139千円 

(２)  現物寄附による資産・消耗品等の取得            6,668 千円 

 

Ⅳ 行政サービス実施コスト計算書関係  

 

  １ 引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額の対象 

引当外賞与増加見積額及び引当外退職給付増加見積額の中には、福岡県からの派遣職員に係るものが以下のと

おり含まれております。 

・引当外賞与増加見積額のうち派遣職員に係る額       100千円 

   ・引当外退職給付増加見積額のうち派遣職員に係る額    5,708千円 

 

  ２ 機会費用の内訳 

   設立団体に係る額   4,172千円 
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Ⅴ 金融商品の時価等に関する事項 
 
１ 金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については預金等に限定しております。 
資金運用にあたっては当法人が適用する地方独立行政法人法第４３条の規定に基づき実施しておりますが、公

債・社債及び株式等は保有しておりません。 
 

２ 金融商品の時価等に関する事項 
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

（単位：千円） 

 
貸借対照表 
計上額（＊） 

時価（＊） 差額（＊） 

（１）現金及び預金 380,329 380,329      ― 

（２）未払金 （170,525） （170,525）      ― 

（＊）負債で表示されているものについては、（  ）で表示しております。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法 

（１）現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

  （２）未払金 

     未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

 

Ⅵ 賃貸等不動産の時価等に関する事項 

  当法人は、福岡県田川市において、賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏

しいため、注記を省略しております。 

 

Ⅶ 重要な債務負担行為  

  該当する事項はありません。  

 

Ⅷ 重要な後発事象  

   該当する事項はありません。  



 

 

 

 

 

 

附 属 明 細 書 
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（単位：千円）

当期償却額
当期
損益内

当期
損益外

建物 272,884 604 - 273,488 46,573 9,613 - - - 226,915

構築物 836,114 1,640 - 837,754 526,119 46,596 - - - 311,635

機械装置 17,203 - 604 16,599 5,568 1,782 - - - 11,031

工具器具
備品

270,985 10,533 16,814 264,704 197,666 21,306 - - - 67,038 注)1

医療用工具
器具備品

43,179 - - 43,179 42,756 615 - - - 423

図書 772,237 11,276 3,392 780,121 - - - - - 780,121

計 2,212,602 24,053 20,810 2,215,845 818,682 79,912 - - - 1,397,163

建物 7,096,357 - - 7,096,357 2,189,699 194,226 18,924 - - 4,887,734

工具器具備品 - 5,940 - 5,940 328 328 - - - 5,612 注）2

計 7,096,357 5,940 - 7,102,297 2,190,027 194,554 18,924 - - 4,893,346

土地 1,436,302 - - 1,436,302 - - - - - 1,436,302

美術品 150 - - 150 - - - - - 150

計 1,436,452 - - 1,436,452 - - - - - 1,436,452

土地 1,436,302 - - 1,436,302 - - - - - 1,436,302

建物 7,369,241 604 - 7,369,845 2,236,272 203,839 18,924 - - 5,114,649

構築物 836,114 1,640 - 837,754 526,119 46,596 - - - 311,635

機械装置 17,203 - 604 16,599 5,568 1,782 - - - 11,031

工具器具備品 270,985 16,473 16,814 270,644 197,994 21,634 - - - 72,650

医療用工具
器具備品

43,179 - - 43,179 42,756 615 - - - 423

図書 772,237 11,276 3,392 780,121 - - - - - 780,121

美術品 150 - - 150 - - - - - 150

計 10,745,411 29,993 20,810 10,754,594 3,008,709 274,466 18,924 - - 7,726,961

ソフトウェア 114,344 3,436 23,621 94,159 68,119 11,415 - - - 26,040 注)3

著作権 500 - - 500 - - - - - 500

電話加入権 1,468 - - 1,468 - - - - - 1,468

計 116,312 3,436 23,621 96,127 68,119 11,415 - - - 28,008

敷金・保証金 55 - 30 25 - - - - - 25

計 55 - 30 25 - - - - - 25

注)1 当期増加額は主にリースによる学生証発行システム（4,911千円）、科学研究費補助金よる実験器具（2,397千円）の取得によるものです。

当期減少額はリース契約による学内LANシステム（16,814千円）のリース期間満了によるものです。

注)2 当期増加額は構内電話交換機（5,940千円）の取得によるものです。

注)3 当期増加額は主にリースによる学生証発行システム（2,228千円）、科学研究費補助金による実験用プログラム（659千円）の取得によるものです。

　　　当期減少額はリース契約による学内LANシステム（23,621千円）のリース期間満了によるものです。

　　　

有形固定資産
（償却費損益

内）

有形固定資産
（償却費損益

外）

非償却資産

有形固定資産
合計

無形固定資産
（償却費損益

内）

投資その他の資
産

（１）固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第85　特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

資　産　の　種　類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

減価償却累計額 減損損失累計額
差引当期末

残高
摘　要
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　　　　（単位：千円）

当期購入・
製造・振替

その他 払出・振替 その他

貯 蔵品 1,187 1,309 - 1,213 - 1,283

計 1,187 1,309 - 1,213 - 1,283

摘　要

(2)　たな卸資産の明細

当期増加額 当期減少額
種　類 期首残高 期末残高
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(3)　有価証券の明細
(3)－1　流動資産として計上された有価証券

該当事項はありません。

(3)－2　投資その他の資産として計上された有価証券

該当事項はありません。

(4)　長期貸付金の明細

該当事項はありません。

(5)　長期借入金の明細

該当事項はありません。

(6)　引当金の明細
(6)－1　引当金の明細

該当事項はありません。

(6)－2　貸付金等に対する貸倒引当金の明細

未収学生納付金収入

その他の未収入金

計

注）貸倒懸念債権等の特定債権については個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(6)－3　退職給付引当金の明細

該当事項はありません。

(7)資産除去債務の明細

該当事項はありません。

(8)　保証債務の明細

該当事項はありません。

1,817 201

7,305

▲ 1,953 7,169

5,151 ▲ 143- 注）

- ▲ 2869,122

期首残高

▲ 143

▲ 143

注）

▲ 286

（単位：千円）

▲ 143-

当期増減額 期末残高
摘要区分

貸付金等の残高 貸倒引当金の残高

期首残高 当期増減額 期末残高

2,018

▲ 2,154
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(9)　資本金及び資本剰余金の明細

（単位：千円）

設立団体(福岡県)
出資金

計

目的積立金

無償譲与

寄附金等

設立団体(福岡県)
出資金

計

損益外減価償却
累 計 額

損益外減損損失
累 計 額

差 引 計

(10)　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細
(10)－1　積立金の明細

（単位：千円）

(10)－2　目的積立金の取崩しの明細
（単位：千円）

教育研究の質の向上及び組織運営の改善等積立金

前中期目標期間繰越積立金

計

- - 150

摘要

注）2

摘要

注）1

▲ 3,265

▲ 188,615 - ▲ 2,163,215

72,498 80,197

▲ 1,995,473 ▲ 194,555

-

-

8,603

8,530,220

41,444 5,940

▲ 18,924 -

▲ 3,265 -

8,530,220

39,797

期首残高

150

区　分 当期増加額

5,940

資本金

区　分 期首残高 当期増加額

資本剰余金

-

▲ 1,974,600

地方独立行政法人法第40条第4
項積立金(前中期目標期間繰越
積立金)

42,280

-8,603

5,940 資産の取得によるその他

適用

33,677 費用の発生による

金額区分

2,663 費用の発生による前中期目標期間繰越積立金

目的積立金取崩額

計 42,280

当期減少額

110,415

- ▲ 18,924

- 45,737

-

- ▲ 2,190,028

1,468 - - 1,468

期末残高当期減少額

-

- 8,530,220

-

47,384

注)１  当期増加額は、平成27年度に発生した当期総利益を県知事の承認を受けて積立金として整理したことによるものです。
　　　　また、当期減少額は中期目標期間の教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充当したものであります。
注)２   当期減少額は中期目標期間の教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充当したものであります。

地方独立行政法人法第40条第3
項積立金(教育研究等改善目的
積立金)

63,895 80,197 33,677

期末残高

110,415

8,530,220
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(11)　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

(11)－1　運営費交付金債務の明細

(単位：千円)

運営費
交付金収益

資産見返
運営費交付金

資本剰余金 小　計

平成24年度 904 - - - - - 904

平成25年度 1,107 - - - - - 1,107

平成26年度 604 - - - - - 604

平成27年度 25,297 - 7,651 - - 7,651 17,646

平成28年度 - 1,011,911 1,001,451 - - 1,001,451 10,459

合　計 27,914 1,011,911 1,009,103 - - 1,009,103 30,721

(11)－2　運営費交付金収益 (単位：千円)

24年度交付分 25年度交付分 26年度交付分 27年度交付分 28年度交付分 合計

- - - - 940,036 940,036

- - - 7,651 61,415 69,066

- - - 7,651 1,001,451 1,009,103

期末残高

費用進行基準によるもの

合  計

当期振替額

業務等区分

期間進行基準によるもの

交付
年度

期首残高
交付金

当期交付額
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(12)　地方公共団体等からの財源措置の明細
(12)－1　特定施設費の明細

該当事項はありません。

(12)－2　補助金等の明細

(13)　役員及び職員の給与の明細
（単位：千円、人）

常　勤

非常勤

計

常　勤

非常勤

計

常　勤

非常勤

計

注）

3.役員、教職員の支給人数には年間平均支給人員数を記載しております。また、退職給付には総支給人員数を記載しております。

(1４)　開示すべきセグメント情報

　　　　該当事項はありません。

300   公開講座補助金 300 － － － －

1.役員に対する報酬は、公立大学法人福岡県立大学役員報酬規程に基づき算出されます。

2.教職員の給与及び退職手当は、公立大学法人福岡県立大学職員給与規程、公立大学法人福岡県立大学教員年俸規程及び公立大学法人福岡県立大学非常勤
 職員等賃金規程に基づき算出されます。なお、退職手当は給料月額に勤続期間を勘案して算出されます。

4.報酬又は給与欄には法定福利費（159,437千円）が含まれております。

合計

1,156,032 131 35,533 9

118,773 96

220 35,533 9

－ －

1,274,805 227 35,533 9

教
職
員

1,116,240 128 35,533 9

118,178 92 － －

1,234,418

－ －

40,387 7 － －

支給額 支給人員

合計

役
　
員

39,792 3 － －

595 4

151

21,081

区 分

報酬又は給与 退職給付

支給額 支給人員

－

   看護職員専門分野研修
   事業費補助金

1,274

21,081 － － － －

　 施設整備補助金 151 － － －

19,356 － － －

1,274

資産見返
補助金等

資本剰余金

－ － － －

長期預り
補助金等

収益計上

(単位：千円）

19,356

区分 当期交付額

当期振替額

摘要
建設仮勘定

見返補助金等

－   大学改革推進等補助金
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(15)　業務費及び一般管理費の明細

（単位：千円）

教育経費 　受託事業費
消耗品費 25,189 　　　消耗品費 30
備品費 4,613 　　　備品費 199
印刷製本費 12,855 　　　印刷製本費 112
水道光熱費 15,353 　　　旅費交通費 205
旅費交通費 19,576 　　　通信運搬費 166
通信運搬費 2,523 　　　会議費 1
賃借料 4,941 　　　報酬・委託・手数料 64
福利厚生費 4,386 　　　法定福利費 0
保守費 3,489 　　　租税公課 29
修繕費 1,148 808
損害保険料 44
広告宣伝費 1,354
行事費 529 役員人件費
会議費 17 　　常勤役員人件費
報酬・委託・手数料 42,386 　　　報酬 27,570
奨学費 26,481 　　　賞与 8,846
減価償却費 19,848 　　　法定福利費 3,375 39,792
雑費 349 　　非常勤役員人件費
工事費 9,147 　　　報酬 595 595
諸会費 453 40,387

194,693

教員人件費
研究経費 常勤教員人件費

消耗品費 30,552 給料 627,476
備品費 8,659 賞与 215,945
印刷製本費 2,568 退職給付費用 35,533
水道光熱費 3,561 法定福利費 129,720 1,008,675
旅費交通費 16,274
通信運搬費 2,694 非常勤教員人件費
賃借料 5,140 給料 69,444
福利厚生費 877 賞与 5,126
保守費 3,292 法定福利費 5,748 80,318
修繕費 192 1,088,994
損害保険料 95
行事費 58
会議費 244 職員人件費
報酬・委託・手数料 12,190 常勤職員給与
減価償却費 13,457 給料 93,626
工事費 517 賞与 30,216
諸会費 5,810 法定福利費 19,254 143,098
雑費 0

106,188 非常勤職員給与
給料 26,716
賞与 6,428

教育研究支援経費 法定福利費 4,714 37,859
消耗品費 2,283 180,957
備品費 2,903
水道光熱費 3,922
旅費交通費 349 一般管理費
通信運搬費 121 消耗品費 3,008
貸借料 2,705 備品費 13,303
報酬・委託・手数料 21,358 印刷製本費 551
減価償却費 5,994 水道光熱費 15,478
諸会費 232 旅費交通費 2,072

39,871 通信運搬費 1,960
賃借料 1,620
福利厚生費 1,211

受託研究費 保守費 28,674
消耗品費 17 修繕費 12,800
旅費交通費 152 損害保険料 1,241
通信運搬費 76 会議費 10
福利厚生費 0 報酬・委託・手数料 80,996
報酬・委託・手数料 151 租税公課 957
法定福利費 0 減価償却費 52,029
租税公課 14 雑費 91

414 食糧費 63
工事費 12,731
諸会費 2,827

231,630
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(16)  寄附金の明細
（単位：千円）

(17)  受託研究の明細
（単位：千円）

(18)  共同研究の明細

(19)  受託事業等の明細
（単位：千円）

(20)  科学研究費補助金等の明細

（単位：千円）

注）　間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については外数として（  ）内に記載しております。

- 800 800 -

合　計 - 800 800 -

区　分 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高

該当事項はありません。

合計 8,658 23

注）　当期受入額には現物寄付6,668千円（18件）を含んでおります。

合　計 -

区　分 期首残高

区分 当期受入額 件数（件） 摘要

23 注）8,658

受託研究等収益 期末残高

- 400 400 -

当期受入額

400 400 -

種目 当期受入額 件数 摘要

基盤研究Ｂ
1,265

11
（4,685）

基盤研究Ｃ
5,162

36
（26,313）

若手研究Ｂ
1,715

9
（6,865）

挑戦的萌芽研究
633

5
（2,747）

厚生労働省
0

1
（800）

合　計
8,775

62
（41,411）
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(21)　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

①現金及び預金
（単位：千円）

②資産見返物品受贈額の明細
（単位：千円）

③未　払　金
（単位：千円）

区　分 金　額 摘　要

現金 -

普通預金 365,058

その他の預金 15,270

合　計 380,329

区　分 金　額 摘　要

構築物に係る分 285,411

医療用工具器具備品に
係る分

0

工具器具備品に係る分 375

図書に係る分 598,441

合　計 884,228

区　分 金　額 摘　要

人件費 51,559

固定資産 3,740

その他 115,225

合　計 170,525
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